




















































出版社o税制全般の根本的改正を勧告したo都留重人 ･平El敬一郎解説 『税制の改革 シャウプ勧告全文 (日本税制










































































4 ァ-ンスト･アンド･ヤング :ドイツニュースレター 2007No.1(March)













































































































































8 企業会計原則連続意見書第三 ｢有形固定資産の減価償却について 第一企業会計原則と減価償却｣八耐用年数の決
定｡
9 成松洋一 『新減価償却の法人税務』､2007年､大蔵財務協会､7,8頁0



























































































































































































































































24 国際経営論集 No.37 2009
〔付表(注14)〕
別表第二 機械及び装置の耐用年数表 (抜粋)
番 号 用 途 細 目 耐用年数
1 食料品製造業用設備 10年
2 飲料 .たばこ.飼料製造業用設備 10
3 繊維工業用設備 炭素繊維製造設備黒鉛化炉 3その他の 7
その他の設備 7
4 木材 .木製品 (家具を除く)製造業用設備 8




半導体用フォ トレジス ト製造設備 5
フラットパネル用カラーフィルター､偏光版用フイ ム製造設備その他の設備 58
9 石油製品 .石炭製品製造業用設備 7
10 プラスチック製品製造業用設備 (他号掲載除外) 8
14 鉄鋼業用設備 表面処理鋼材若 しくは鉄粉製造業又は鉄スクラップ加工処理 用設備純鉄､原 ､ベースメタル,フェロアロイ､鉄索形材又は鋳 管製造業用設備その他の設備 5914
法人税法上の減価償却に関する基礎的考察 25










45 その他の小売業用設備 ガソリン又は液化石油ガススタンド設備その他の設備 810
48 飲食店用設備 8
50 その他の生活関連サービス業用設備 6
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